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評価項目 評価表 

研
究
開
発
の
成
果
の
最
大
化
そ
の
他
の
業
務
の
質
の
向
上
に
関
す
る
事
項 

Ⅰ 研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 １．ＩＣＴ分野の基礎的・基盤的な研究開発等 
 ◎１－１．センシング基盤分野 ・電磁波を利用して人類を取り巻く様々な対象から様々な情報を取得・収集・可視化するための技術、

社会経済活動の基盤となる高品質な時刻・周波数を発生・供給・利活用するための基盤技術、様々な

機器・システムの電磁両立性（ＥＭＣ）を確保するための基盤技術として、リモートセンシング技

術、宇宙環境計測技術、電磁波計測基盤技術（時空標準技術、電磁環境技術）の研究開発を実施した

か。 

 （１）リモートセンシング技術 ・突発的大気現象の早期捕捉や地震等の災害発生時の状況把握を可能とするリモートセンシング技術、

グローバルな気候・気象の監視や予測精度の向上に必要な衛星搭載型リモートセンシング技術及び社

会インフラ等の維持管理に貢献する非破壊センシング技術の研究開発に取り組んだか。 

 （ア）リモートセンシング技術 ・ゲリラ豪雨・竜巻に代表される突発的大気現象の早期捕捉・発達メカニズムの解明に貢献する、風、

水蒸気、降水等を高時間空間分解能で観測する技術の研究開発を行ったか。また、これらの技術を活

用し、突発的大気現象の予測技術向上に必要な研究開発を行ったか。 

・地震・火山噴火等の災害発生時の状況把握等に必要な技術として、航空機搭載合成開口レーダーにつ

いて、構造物や地表面の変化抽出等の状況を判読するために必要な技術の研究開発に取り組むととも

に、観測データや技術の利活用を促進したか。さらに、世界最高水準の画質（空間分解能等）の実現

を目指した、レーダー機器の性能向上のための研究開発を進めたか。 

 （イ）衛星搭載型リモートセンシン

グ技術 

・グローバルな気候・気象の監視や予測精度向上を目指し、地球規模での降水・雲・風等の大気環境の

観測を実現するための衛星搭載型リモートセンシング技術及び得られたデータを利用した降水・雲等

に関する物理量を推定する高度解析技術の研究開発を行ったか。また、大気環境観測を目的とした次

世代の衛星観測計画を立案するための研究開発を行ったか。 

  （ウ）非破壊センシング技術 ・社会インフラや文化財の効率的な維持管理等への貢献を目指して、電磁波を用いた非破壊・非接触の

診断が可能となる技術やフィールド試験用装置に関する研究開発を行ったか。また、これまで使われ

ていない電磁波の性質を利用した観測データの解析技術及び可視化技術の研究開発を行ったか。研究

開発成果の実利用を促進するため、非破壊・非接触の診断を可能とする現地試験システムの実用化に

向けた技術移転を進めたか。 

国立研究開発法人情報通信研究機構の第４期目標期間終了時に見込まれる業務実績に関する評価表 
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  （２）宇宙環境計測技術 ・電波伝搬に大きな影響を与える電離圏等の擾乱の状態をより正確に把握する宇宙環境計測及び高精度

予測のための基盤技術の研究開発を行うとともに、航空機の運用等での電波インフラの安定利用に貢

献するシステムの構築に向けた研究開発を行い、研究開発成果を電波の伝わり方の観測等の業務に反

映したか。また、人工衛星の安定運用に不可欠な宇宙環境の把握・予測に貢献するため、太陽風デー

タを利用可能とする高性能磁気圏シミュレータの研究開発を進めるとともに、衛星観測データによる

放射線帯予測モデルの高精度化技術の研究開発を行ったか。さらに、太陽電波観測・太陽風シミュレ

ーションによる高精度早期警報システムの実現に向けて、太陽風の擾乱の到来を予測するために必要

な太陽活動モニタリングのための電波観測システム及び衛星観測データを活用した太陽風伝搬モデル

に関する技術の研究開発を行ったか。 

  （３）電磁波計測基盤技術（時空標準

技術） 

・社会経済活動の基盤となる高品質な時刻・周波数を発生・供給・利活用するため、機構法第 14 条第１

項第３号業務と連動した標準時及び標準周波数の発生・供給技術の研究開発を行うとともに、次世代

を見据えた超高精度な周波数標準技術の研究開発を行う。また、利活用領域の一層の拡大のため、未

開拓なテラヘルツ領域における周波数標準技術の研究開発及び新たな広域時刻同期技術の研究開発を

行う。 

  （ア）標準時及び標準周波数の発

生・供給技術 

・原子時計に基づく標準時発生技術、その運用に必要となる時刻・周波数比較技術及び標準時の分散構

築技術等の研究開発を行い、信頼性向上に向けた分散システムを設計したか。また、一般利用に向け

た標準時供給方式に関する研究開発を行ったか。 

  （イ）超高精度周波数標準技術 ・実運用に耐える安定した超高精度基準周波数の生成が可能なシステムを構築するとともに、次世代へ

の基盤技術として、現在の秒の定義である一次周波数標準を超える確度を実現可能な光周波数標準の

構築及びその評価に必要な超高精度周波数比較技術の研究開発を行ったか。 

  （ウ）周波数標準の利活用領域拡大

のための技術 

・周波数標準技術の利活用拡大に向け、マイクロ秒以下の精度で日本標準時に同期する広域かつ高精度

な時刻同期網の構築に関する基盤技術の研究開発を行ったか。また、テラヘルツ周波数標準の実現に

向けた基礎技術の研究開発を行ったか。 

  （４）電磁波計測基盤技術（電磁環境

技術） 

・電磁環境技術は通信機器や家電機器が動作する際の電磁両立性を確保するために必要不可欠な基盤技

術であることから、先端ＥＭＣ計測技術や生体ＥＭＣ技術に関する研究開発を行ったか。 

  （ア）先端ＥＭＣ計測技術 ・電磁干渉評価技術として、家電機器等からの広帯域雑音に適用可能な妨害波測定系の研究開発を行っ

たか。また、広帯域電磁波及び超高周波電磁波に対する高精度測定技術及び較正技術の研究開発を行

い、機構が行う試験・較正業務に反映したか。 
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  （イ）生体ＥＭＣ技術 ・人体が電波にさらされたときの安全性確保に不可欠な人体ばく露量特性をテラヘルツ帯までの周波数

について正確に評価するための技術として、細胞～組織～個体レベルのばく露評価技術の研究開発を

行ったか。 

・第５世代移動通信システム（５Ｇ）やワイヤレス電力伝送システム等の新たな無線通信・電波利用シ

ステムに対応して、10MHz 以下や 6GHz 以上の周波数帯等における電波防護指針適合性評価技術の研

究開発を行ったか。 

・大学・研究機関等との研究ネットワーク構築や共同研究の実施等により、電磁環境技術に関する国内

の中核的研究機関としての役割を果たすとともに、研究開発で得られた知見や経験に基づき、国際標

準化活動や国内外技術基準の策定等に寄与すると同時に、安心・安全なＩＣＴの発展に貢献したか。 

  ◎１－２．統合ＩＣＴ基盤分野 ・通信量の爆発的増加や通信品質・利用環境の多様化等に対応する基礎的・基盤的な技術として、革新

的ネットワーク技術、ワイヤレスネットワーク基盤技術、フォトニックネットワーク基盤技術、光ア

クセス基盤技術、衛星通信技術に関して基礎から応用までの幅広い研究開発を行ったか。これにより

様々なＩＣＴの統合を可能とすることで、新たな価値創造や社会システムの変革をもたらす統合ＩＣ

Ｔ基盤の創出を目指したか。 

  （１）革新的ネットワーク技術 ・革新的なネットワークの実現に不可欠となるネットワークアーキテクチャ及び基礎技術の高度化を先

導する研究を行ったか。 

・具体的には、ＩｏＴ（Internet of Things：モノのインターネット）の時代に求められる柔軟性の高

いネットワークの実現を目指して、ネットワークの利用者（アプリケーションやサービス）からの要

求に応じたサービス間の資源分配・調停及び論理網構築等の自動化に求められる分散制御技術及びネ

ットワークインフラ構造やトラヒック変動状況等に基づくサービス品質保証技術に関する研究を行っ

たか。ＩｏＴサービスのアプリケーション、クラウド技術及び仮想化技術の進展等を十分に踏まえつ

つ、広域テストベッド等を用いた技術実証を行うことで、平成 42 年頃のネットワーク制御の完全自動

化を目指した基礎技術を確立したか。 

・ネットワーク上を流通する情報に着目した、情報・コンテンツ指向型のネットワーキングに関する研

究として、大容量コンテンツ収集・配信並びにヒト・モノ間及びモノ・モノ間の情報伝達等をインタ

ーネットプロトコルよりも高効率かつ高品質に行うため、データやコンテンツに応じて最適な品質制

御や経路制御等をネットワーク上で自律分散制御に基づき実行する新たな識別子を用いた情報・コン

テンツ指向型のネットワーク技術に関する研究を行ったか。広域テストベッド等での実証実験を行う

ことで、新たなネットワークアーキテクチャとして確立を目指したか。 

・本研究の実施に際しては、研究成果の科学的意義を重視しつつ、ネットワークアーキテクチャの確立

を目指して関連企業・団体等との成果展開を見据えた産学官連携を推進したか。また、これまで新世

代ネットワーク技術の研究開発において得られた知見や確立した技術及び構築したテストベッド等の

総括を踏まえた上で本研究を進めたか。 
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  （２）ワイヤレスネットワーク基盤技

術 

・物理世界とサイバー世界との垣根を越えて、人・モノ・データ・情報等あらゆるものがＩＣＴによっ

てつながり、連鎖的な価値創造がもたらされる時代に求められるワイヤレスネットワーク基盤技術と

して、５Ｇ及びそれ以降の移動通信システム等、ニーズの高度化・多様化に対応する異種ネットワー

クの統合に必要なワイヤレスネットワーク制御・管理技術の研究開発を行ったか。また、多様化する

ニーズに対応するため、人工知能（ＡＩ）やロボットを活用するシステム等に求められるレイテンシ

保証・高可用性を提供するワイヤレスネットワーク高信頼化技術や、ビッグデータ構築における効率

の高いデータ収集等に求められるネットワーク規模及び利用環境に適応するワイヤレスネットワーク

適応化技術に関する研究開発を行ったか。さらに、これらの研究開発成果をもとにして、高度道路交

通システム（ＩＴＳ）や大規模災害発生時の情報配信等、ネットワーク資源が限定される環境におい

ても、ニーズに基づく情報流通の要件（レイテンシや収容ユーザー数等）を確保するネットワーク利

活用技術の研究開発に取り組んだか。研究開発に際しては、産学官連携において機構がリーダーシッ

プを発揮しつつ、国内外の相互接続試験や実証実験に参加し、国内制度化及び国際標準化に積極的に

寄与することで研究開発成果の最大化を目指したか。この他、ワイヤレスネットワークにおけるパラ

ダイムシフト（設計思想等の劇的変化）に対応できるよう、異分野・異業種等を含む産学官連携を推

進するとともに、機構の基礎体力となる基礎的・基盤的な研究にも取り組んだか。 

・未開発周波数帯であるミリ波やテラヘルツ波を利用した通信システムの実現に向けて、フロンティア

研究分野等とも連携しつつ、平成 37 年頃における 100Gbps（ギガビット／秒）級無線通信システムの

実現を目指したアンテナ技術及び通信システム設計等に関する研究開発を行ったか。さらに、海中・

水中、深宇宙、体内・体外間等、電磁波の利用に課題を抱えている領域におけるワイヤレス通信技術

の確立を目指して、電波伝搬特性の研究や通信システム技術に関する研究開発にも取り組み、模擬通

信環境等における実証を行ったか。 

  （３）フォトニックネットワーク基盤

技術 

・５Ｇ及びそれ以降において予想される通信トラヒックの増加に対応するため、超大容量マルチコアネ

ットワークシステム技術に関する研究開発を行ったか。また、急激なトラヒック変動や通信サービス

の多様化への柔軟な対応を可能とする光統合ネットワーク技術及び災害発生時においてもネットワー

クの弾力的な運用・復旧を可能とする災害に強い光ネットワーク技術の研究開発に取り組んだか。 
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  （ア）超大容量マルチコアネットワ

ークシステム技術 

・１入力端子当たり 1Pbps（ペタビット／秒）級の交換ノードを有する超大容量マルチコアネットワー

クシステムに関する基盤技術として、マルチコア／マルチモードファイバを用いた空間多重方式をベ

ースとしたハードウェアシステム技術及びネットワークアーキテクチャ技術の研究開発を行ったか。

また、マルチコア／マルチモード・オール光交換技術を確立するため、終端や完全分離せずとも光信

号のまま交換可能とするオール光スイッチング技術の研究開発に取り組んだか。さらに、マルチコア

ファイバ等で用いられる送受信機に必須の小型・高精度な送受信技術を確立するため、送受信機間の

低クロストーク化等に関する研究開発を行ったか。加えて、更なる大容量化の実現に向けて、世界に

先駆けた空間スーパーモード伝送基盤技術の確立を目指して、関連するハードウェアシステム技術の

研究開発を行ったか。産学官連携による研究推進及び社会実装を目指したフィールド実証等によって

各要素技術を実証し、超大容量マルチコアネットワークシステムの基盤技術を確立したか。 

  （イ）光統合ネットワーク技術 ・共通ハードウェアの再構成や共用化により、異なる通信速度・通信方式・データプロトコル処理を提

供する光スイッチトランスポートノード基盤技術の研究開発を行ったか。また、1Tbps（テラビット／

秒）級多信号処理を可能とする光送受信及び光スイッチングシステム技術、時間軸・波長軸に対する

ダイナミックな制御を瞬時に行う技術及び関連するハードウェアシステム技術の研究開発を行った

か。これらの研究開発成果に基づき、機構内における実証実験及び産学官連携実験にて活用するテス

トベッドを構築したか。産学官連携による研究推進及び構築したテストベッドによるフィールド実証

等により各要素技術を実証し、光統合ネットワーク基盤技術を確立したか。 

  （ウ）災害に強い光ネットワーク技

術 

・地震等の大規模災害発生時には、平時と異なる通信トラヒックへの対応が求められることから、通信

網を支える光ネットワークの耐災害性向上に資する研究開発に取り組んだか。具体的には、災害発生

時に生じた輻輳がネットワーク全体に波及することを阻止するため、時間軸上での動的な波長資源制

御を実現する弾力的光スイッチング基盤技術を確立したか。また、災害によって損壊した光ネットワ

ークの応急復旧のため、ネットワーク制御機構の分散化技術や可搬型光増幅器構成技術等、災害後の

暫定光ネットワーク構築に必要となる基盤技術の研究開発を行ったか。研究開発成果の社会実装を目

指して、模擬フィールド実証及び部分的なシステム実装に取り組んだか。 

  （４）光アクセス基盤技術 ・５Ｇを超えた世代において大量な通信トラヒックを収容可能な光アクセス基盤を実現するため、光ア

クセスから光コアまでをシームレスにつなぐ光アクセス・光コア融合ネットワーク技術及びエンドユ

ーザーへの大容量通信等を支えるアクセス系に係る光基盤技術に関する研究開発を行ったか。 

  （ア）光アクセス・光コア融合ネッ

トワーク技術 

・消費電力の増大を抑制しつつ、伝送距離×収容ユーザー数を現在比 100 倍以上とする超高速・極低消

費電力の光アクセスネットワーク（固定・バックホール等）に係る基礎技術として、光アクセスネッ

トワーク延伸化及び多分岐化技術や空間分割多重光アクセスネットワーク技術に関する研究開発を行

ったか。また、超高速移動通信ネットワーク構成技術として、ネットワーク遅延最適化技術及び光・

無線両用アクセス技術等に関する研究開発を行ったか。テストベッドを用いたシステム検証を行うこ

とで、各要素技術を実証し、光アクセス・光コア融合ネットワークの基盤技術を確立したか。 



7 

  （イ）アクセス系に係る光基盤技術 ・小型・高精度な送受信機の実現を可能としつつ、光や高周波等の伝送媒体に制限されない光アクセス

ネットワークを実現する技術として、光と電磁波（超高周波等）を効率的に融合し、高密度かつ高精

度な送受信・交換を実装するＩＣＴハードウェア基盤技術「パラレルフォトニクス」を研究開発した

か。また、アクセス系において、エンドユーザーに対する通信の大容量化及び広帯域センシング信号

の低遅延化等を実現する技術として、光と超高周波を融合した 100Gbps 級データ伝送等のシステム技

術「１００Ｇアクセス」及び高速波形転送技術「ＳｏＦ（Sensor on Fiber）」等を研究開発したか。

これらの研究開発成果に基づき、エンドユーザーに対する 100Gbps 級の高速データ伝送及び高速移動

体等に対する 10Gbps 級のデータ伝送の産学官連携による社会実証を行うとともに、国際展開等にも

取り組むことで、アクセス系に係る光基盤技術を確立したか。 

  （５）衛星通信技術 ・地上から宇宙に至るまでを統合的に捉えて、平時はもとより災害時における通信ネットワークを確保

するため、国全体の宇宙開発利用に係る政策を踏まえつつ、高速化・大容量化を実現するグローバル

光衛星通信ネットワーク基盤技術及び広域利用を可能とする海洋・宇宙ブロードバンド衛星通信ネッ

トワーク基盤技術に関する研究開発を行ったか。 

  （ア）グローバル光衛星通信ネット

ワーク基盤技術 

・衛星通信の大容量化への期待の高まりや周波数資源逼迫の解決に応えるため、10Gbps 級の地上－衛星

間光データ伝送を可能とする衛星搭載機器の研究開発を行うとともに、通信品質向上等の研究開発を

行ったか。また、海外の宇宙機関等とのグローバルな連携を行うとともに、世界に先行した宇宙実証

を目指すことで国際的優位性を確保しつつ、グローバル光衛星通信ネットワークの実現に向けた基盤

技術を確立したか。 

  （イ）海洋・宇宙ブロードバンド衛

星通信ネットワーク基盤技

術 

・ユーザーリンクにおける通信容量としてユーザー当たり 100Mbps（メガビット／秒）級の次期技術試

験衛星のためのＫａ帯大容量衛星通信システムを実現するため、非常時の地上系通信ネットワークの

輻輳・途絶地域及び海洋・宇宙空間に対して柔軟・機動的にブロードバンド通信を提供する地球局技

術や広域・高速通信システム技術の研究開発を行ったか。これにより、平成 33 年以降に打上げ予定の

次期技術試験衛星による衛星通信実験のための、海洋・宇宙ブロードバンド衛星通信システムの実現

に向けた基盤技術を確立したか。 

  ◎１－３．データ利活用基盤分野 ・真に人との親和性の高いコミュニケーション技術や知的機能を持つ先端技術の開発により、国民生活

の利便性の向上や豊かで安心な社会の構築等に貢献することを目指して音声翻訳・対話システム高度

化技術、社会知解析技術、実空間情報分析技術及び脳情報通信技術の研究を実施したか。これにより、

人と社会にやさしいコミュニケーションの実現及び生活や福祉等に役立つ新しいＩＣＴの創出を目指

したか。 
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  （１）音声翻訳・対話システム高度化

技術 

・音声コミュニケーション技術及び多言語翻訳技術に関する研究開発を行い、これらの技術の社会実装

を目指すとともに、平成 32 年以降の世界を見据えた基礎技術の研究開発を進めることで、言語の壁を

越えた自由なコミュニケーションの実現を目指したか。 

・平成 29 年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金については、生産性革命の実現を図

るために措置されたことを認識し、多言語音声翻訳の精度向上に必要な高速演算装置の整備等のため

に活用したか。 

  （ア）音声コミュニケーション技術 ・2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会での社会実装に向けて 10 言語の実用的な音声認

識技術を実現したか。そのための研究開発として、①日英中韓の４言語に関して 2000 時間程度の音声

コーパス、その他の言語に関しては 500 時間程度の音声コーパスの構築、②言語モデルの多言語化・

多分野化、③音声認識エンジンの高速化・高精度化、を行ったか。音声合成技術の研究開発に関して

は、10 言語の実用的な音声合成システムを実現したか。 

・平成 32 年以降の世界を見据えた研究開発として、世界のあらゆる音声コンテンツをテキスト化する

技術の実現を目指して、公共空間等雑音・残響のある環境下で言語の異なる複数人が発声した音声を

認識する技術及び多言語の混合言語音声対話技術の研究開発を行ったか。 

  （イ）多言語翻訳技術 ・自動翻訳の多言語化、多分野化技術を研究開発しつつ、並行して大規模な対訳データを収集し、多様

な言語、多様な分野に対応した高精度の自動翻訳システムを構築したか。特に、（ア）（ウ）と連携し

て、訪日外国人観光客の急増に対応するため、生活一般での利活用を目的として、10 言語に関して、

旅行、医療、防災等の分野に対応した実用レベルの音声翻訳システムの社会実装を目指した研究開発

を行ったか。 

・平成 32 年以降の世界を見据えた研究開発として、翻訳処理の漸次化等同時通訳システムの基盤技術

を確立するための基礎技術の研究開発を行ったか。また、自動翻訳システムの汎用化を妨げている対

訳データ依存性を最小化するため、同一分野の対訳でない異言語データを利活用する技術と同義異形

の表現を相互に変換する技術の研究開発を進めたか。 

  （ウ）研究開発成果の社会実装 ・2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて（ア）（イ）の研究開発成果を効果的・効

率的に社会実装できるようにするために、協議会や研究センター等の産学官連携拠点の積極的運営に

より、①音声データや対訳データ、辞書等のコーパスを収集・蓄積・交換する仕組みの確立とコーパ

スの研究開発へのフィードバック、②社会実装に結びつくソフトウェアの開発、③社会実装に向けた

特許等の知的財産の蓄積、④産学官のシーズとニーズのマッチングの場の提供、⑤人材交流の活性化

による外部連携や共同研究の促進等に取り組み、研究開発成果の社会実装のための技術移転の成功事

例を着実に積み上げることを目指したか。 
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  （２）社会知解析技術 ・ネット上のテキスト、科学技術論文、白書等多様なタイプの文書から、社会に流通している知識（「社

会知」）を解析する技術を開発し、社会の抱える様々な課題に関して、非専門家でも専門的知識に容易

にアクセスでき、各種の意思決定において有用な知識を得ることのできる手段を実現したか。 

・このため、社会における問題の自動認識技術をはじめとして、それらの問題に関する有用な質問の自

動生成技術、自動生成された質問に対して回答や仮説を発見する技術、回答や仮説等得られた情報を

人間が咀嚼しやすいよう適切に伝える技術等、極めて知的な作業を自動化する社会知解析技術の確立

を目指したか。 

・インターネット上に展開される災害に関する社会知をリアルタイムに解析し、分かりやすく整理して

提供するための基盤技術の確立を目指したか。さらに、実世界の観測情報を統合して、より確度の高

い情報を提供する枠組みを確立したか。 

・これらの技術を実装したシステムを開発し、より適切な意思決定が短時間で可能となる社会の実現に

貢献したか。また、機構外の組織とも連携し、開発した技術の社会実装を目指したか。 

  （３）実空間情報分析技術 ・ゲリラ豪雨や環境変化等、社会生活に密接に関連する実空間情報を適切に収集分析し、社会生活に有

効な情報として利活用することを目的としたデータ収集・解析技術の研究開発を行ったか。また、高

度化された環境データを様々なソーシャルデータと横断的に統合し相関分析することで、交通等の具

体的社会システムへの影響や関連をモデルケースとして分析できるようにするデータマイニング技術

の研究開発を行ったか。さらに、これらの分析結果を実空間で活用する仕組みとしてセンサーやデバ

イスへのフィードバックを行う手法及びそれに有効なセンサー技術の在り方に関する研究開発を行う

ことで、社会システムの最適化・効率化を目指した高度な状況認識や行動支援を行うシステムを実現

するための基盤技術を創出し、その開発・実証を行ったか。 

  （４）脳情報通信技術 ・生活の向上や福祉等に役立つ新しいＩＣＴを創出するためには、情報の送受信源である人間の脳で行

われている認知や感覚・運動に関する活動を高精度で計測する技術や、得られた脳情報をデコーディ

ングやエンコーディングに効率的に活用する技術の確立が不可欠である。このため、以下の技術の研

究開発に取り組んだか。また、社会展開を目指した研究開発成果の最大化のために、産学官連携によ

り脳情報通信連携拠点としての機能を果たし、脳情報通信技術の創出に資する新たな知見獲得を目指

したか。 
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  （ア）高次脳型情報処理技術 ・子供から高齢者、健常者及び障がい者も含めた多様な人間のポテンシャルを引き出すために、脳内表

象・脳内ネットワークのダイナミックな状態変化を捉える解析や脳機能の解明を進め、これを応用し

た情報処理アーキテクチャの設計、バイオマーカの発見等を行ったか。また、認知・行動等の機能に

係る脳内表現・個人特徴の解析を行い、個々人の運動能力・感覚能力を推定・向上させる技術のみな

らず、社会的な活動能力を向上させる技術の研究開発を行ったか。さらに、製品やサービスの新しい

評価方法等に応用可能な脳情報に基づく快適性・安全性の評価基盤の研究開発を行ったか。加えて、

人の心に寄り添うロボット等の実現に貢献するために、視覚・聴覚情報等の変動による人の反応や脳

情報の変化を記述する環境・反応データを収集し、環境変動による脳内の状態変化を解析・推定する

基盤技術の研究開発を行ったか。 

  （イ）脳計測技術 ・脳情報通 信研究の推進に不可欠な脳計測技術の高度化のため、超高磁場ＭＲＩ（Magnetic Resonance 

Imaging：核磁気共鳴画像法）、ＭＥＧ（Magnetoencephalography：脳磁図）を用いた計測の時空間分

解能の向上に取り組み、脳機能単位といわれるカラム構造の識別等を可能とする世界最高水準の脳機

能計測技術及び新しい計測法の研究開発を行ったか。また、実生活で利用可能な軽量小型の計測装置

等の研究開発を行ったか。 

  （ウ）脳情報統合分析技術 ・多様な計測システムから得られた脳計測データを統合・共有・分析し、単独機器による計測データだ

けでは実施できない統合的な脳情報データ解析を実現するために、計測データを蓄積してデータベー

スを構築するとともに、ビッグデータ解析法等を用いた統合的・多角的なデータ分析を行う情報処理

技術の研究開発を進めたか。また、得られた成果を活かして分析作業の効率化に資する情報処理環境

の構築を目指したか。 

  （エ）脳情報通信連携拠点機能 ・社会展開を目指した研究開発成果の最大化のために、脳情報通信技術を中心とした産学官の幅広いネ

ットワークの形成・拡充に取り組んだか。大学等の学術機関との連携を強化するために、大学からの

学生等の受入れ、共同研究を推進したか。また、標準化活動を含めた産業界との連携についても、共

同研究や研究員の受入れ等による知的・人的交流を通して積極的に行ったか。さらに、協議会の開催

等を通じて研究推進に必要な情報の収集・蓄積・交換や人材交流の活性化を図り、脳情報通信技術を

中心とした産学官融合研究拠点としての機能を果たしたか。 

  ◎１－４．サイバーセキュリティ分野 ・サイバー攻撃の急増と被害の深刻化によりサイバーセキュリティ技術の高度化が不可欠となっている

ことから、サイバーセキュリティ技術、セキュリティ検証プラットフォーム構築活用技術及び暗号技

術の各研究開発に取り組んだか。これにより、誰もが情報通信ネットワークをセキュリティ技術の存

在を意識せずに安心・安全に利用できる社会の実現を目指したか。さらに、サイバーセキュリティ分

野での機構に対する社会的要請に応えるため、研究開発体制の強化に向けて必要な措置を講じたか。 
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  （１）サイバーセキュリティ技術 ・巧妙かつ複雑化したサイバー攻撃や今後本格普及するＩｏＴ等への未知の脅威に対応するためのアド

バンスト・サイバーセキュリティ技術の研究開発を行ったか。また、無差別型攻撃や標的型攻撃等多

様化したサイバー攻撃の情報を大量に集約・分析しサイバー攻撃対策の自動化を目指すサイバーセキ

ュリティ・ユニバーサル・リポジトリ技術の研究開発を行ったか。さらに、研究開発成果を機構自ら

のサイバー攻撃分析能力の強化のために適用することにより、研究開発における技術検証を行い研究

開発成果の速やかな普及を目指したか。 

  （ア）アドバンスト・サイバーセキ

ュリティ技術 

・政府機関、地方公共団体、学術機関、企業、重要インフラ等におけるサイバー攻撃対処能力の向上を

目指し、より能動的・網羅的なサイバー攻撃観測技術、機械学習等を応用した通信及びマルウェア等

の分析支援技術の高度化、複数情報源を横断解析するマルチモーダル分析技術、可視化駆動によるセ

キュリティ・オペレーション技術、ＩｏＴ機器向けセキュリティ技術等の研究開発を行ったか。 

  （イ）サイバーセキュリティ・ユニ

バーサル・リポジトリ技術 

・サイバーセキュリティ研究及びセキュリティ・オペレーションの遂行に不可欠な各種通信、マルウェ

ア、脆弱性情報、イベント情報、インシデント情報等のサイバーセキュリティ関連情報を大規模集約

し、安全かつ利便性の高いリモート情報共有を可能とするサイバーセキュリティ・ユニバーサル・リ

ポジトリ「ＣＵＲＥ（Cybersecurity Universal Repository）」を構築するとともに、ＣＵＲＥに基づ

く自動対策技術を確立したか。また、ＣＵＲＥを用いたセミオープン研究基盤を構築し、セキュリテ

ィ人材育成に貢献したか。 

  （２）セキュリティ検証プラットフォ

ーム構築活用技術 

・サイバーセキュリティ技術の研究開発を効率的に行うために、サイバー攻撃の安全な環境下での再現

や新たな防御技術の検証等を実施可能なセキュリティに特化した検証プラットフォームの構築・活用

を目指す模擬環境・模擬情報活用技術及びセキュリティ・テストベッド技術の研究開発を行ったか。 

・平成 29 年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金については、生産性革命の実現を図

るために措置されたことを認識し、サイバー攻撃活動の早期収集や未知の標的型攻撃等を迅速に検知

する技術等の実証を行う研究開発環境の整備のために活用したか。 

  （ア）模擬環境・模擬情報活用技術 ・政府機関、地方公共団体、学術機関、企業、重要インフラ等におけるサイバー攻撃対処能力の向上を

目指し、模擬環境及び模擬情報を用いたアトリビューション（原因特定）技術等の研究開発を行った

か。 

  （イ）セキュリティ・テストベッド

技術 

・サイバーセキュリティ技術の検証及びサイバー演習等を効率的に実施するためのセキュリティ・テス

トベッドを構築したか。また、物理ノードや仮想ノードを含む模擬環境構築運用基盤技術、模擬情報

生成技術、模擬環境上のサイバー攻撃に関連したトラヒック等を観測及び管理するためのセキュリテ

ィ・テストベッド観測管理技術、サイバー演習支援技術等の研究開発を行ったか。 

  （３）暗号技術 ・ＩｏＴの展開に伴って生じる新たな社会ニーズに対応するため、新たな機能を備えた機能性暗号技術

や軽量暗号・認証技術の研究開発に取り組んだか。また、暗号技術の安全性評価を実施し、新たな暗

号技術の普及・標準化に貢献するとともに、安心・安全なＩＣＴシステムの維持・構築に貢献したか。

さらに、パーソナルデータの利活用に貢献するためのプライバシー保護技術の研究開発を行い、適切

なプライバシー対策を技術面から支援したか。 
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  （ア）機能性暗号技術 ・従来の暗号技術が有する暗号化や認証の機能に加え、今後新たに生じる社会ニーズに対応する新たな

機能を備えた暗号技術である機能性暗号技術の研究開発を行ったか。具体的には、暗号化したまま検

索が可能な暗号方式、匿名性をコントロール可能な認証方式、効率的でセキュアな鍵の無効化や更新

方式等の研究開発を行ったか。 

・安心・安全で信頼性の高いＩｏＴ社会に貢献するため、コスト、リソース、消費電力等に制約のある

ＩｏＴデバイスにも実装可能な軽量暗号・認証技術に関する研究開発を行い、ＩｏＴシステムのセキ

ュリティ・プライバシー保護に寄与したか。 

  （イ）暗号技術の安全性評価 ・日々進化する暗号技術に対する脅威に対抗するため、電子政府システムをはじめ国民生活を支える

様々なシステムで利用されている暗号方式やプロトコルの安全性評価を継続して実施し、システムの

安全性維持に貢献したか。また、今後の利用が想定される新たな暗号技術に対しても安全性評価を実

施し、その普及・標準化及びＩＣＴシステムの長期にわたる信頼性確保に貢献したか。 

  （ウ）プライバシー保護技術 ・個人情報及びプライバシーの保護を図りつつ、パーソナルデータの利活用に貢献するために、準同型

暗号や代理再暗号化技術等を活用し、データを暗号化したまま様々な解析を可能とする技術等の研究

開発を行ったか。また、パーソナルデータ利活用におけるプライバシー保護を技術支援するため、ポ

ータル機能の構築等の活動を行ったか。 

  ◎１－５．フロンティア研究分野 ・トラヒックや消費電力の爆発的増大、より一層困難になる通信や情報処理における安全性確保等の課

題を抜本的に解決し、豊かで安心・安全な未来社会を支えるＩＣＴの基礎となる新概念や新たな枠組

みを形作ることを目指したか。このため、究極の原理に基づく量子情報通信技術、新しい原理や材料

に基づく新規ＩＣＴデバイス技術、数十億年の歴史を持つ生物に学ぶバイオＩＣＴ等のフロンティア

ＩＣＴ領域技術の各研究課題において、先端的・基礎的な研究開発を行ったか。 

  （１）量子情報通信技術 ・光や電子の量子力学的性質を利用し、既存のＩＣＴでは実現不可能な絶対安全で高効率な量子暗号通

信等の量子光ネットワーク技術や、従来理論による情報通信容量の限界を突破する超高効率ノード処

理を実現し、光通信、量子暗号通信等のネットワーク機能を向上させる量子ノード技術等、未来のＩ

ＣＴに革新をもたらす量子情報通信技術の研究開発を行ったか。 

  （ア）量子光ネットワーク技術 ・高い伝送効率・エネルギー効率を有し、将来にわたり盗聴・解読の危険性が無い安全性を確保する量

子光ネットワークの実現に向けて、量子鍵配送で共有された暗号鍵を伝送装置からネットワークルー

ター、ユーザー情報端末までネットワークの各階層に安全に供給する量子鍵配送プラットフォーム構

築・活用技術、伝送効率と安全性のバランスを適応的に設定可能な量子光伝送技術等の研究開発を行

ったか。また、量子鍵配送プラットフォームを現在の通信インフラと融合させ、フィールド試験等に

より総合的なセキュリティシステムとしての実用性を検証したか。さらに、光空間通信テストベッド

において量子光伝送技術の原理実証を行ったか。 

・令和元年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金については、未来への投資と東京オ

リンピック・パラリンピック後も見据えた経済活力の維持・向上の実現のために措置されたことを認

識し、量子セキュリティ技術に関する社会実装研究のために活用したか。 
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  （イ）量子ノード技術 ・データセンターネットワーク等におけるノード処理の多機能化や超低損失・省エネルギー化をもたら

す量子ノード技術を実現するための基礎技術として、光量子制御技術、量子インターフェース技術、

量子計測標準技術等の研究開発を行ったか。光量子制御回路の高度化・小型化基盤技術及び量子計測

標準による精密光周波数生成・評価技術を確立するとともに、量子インターフェースの原理実証を行

ったか。 

  （２）新規ＩＣＴデバイス技術 ・革新的なＩＣＴデバイス技術により、ＩＣＴ分野に留まらず幅広い分野に大きな変革をもたらすため、

酸化物半導体や深紫外光等を利用した全く新しいＩＣＴデバイスの研究開発を進めるとともに、研究

開発成果の普及や社会実装に向けた取組を行ったか。 

  （ア）酸化物半導体電子デバイス ・地球上の更に幅広い場所で快適にＩＣＴを活用できる社会や、電力のこれまで以上の効率的制御によ

る省エネルギー社会の実現を目指し、酸化物を中心とする新半導体材料の開拓に積極的に取り組み、

その優れた材料特性を活かした新機能先端的電子デバイス（トランジスタ、ダイオード）を実現した

か。酸化ガリウムを利用した高効率パワーデバイス、高周波デバイス、高温・放射線下等の極限環境

におけるＩＣＴデバイス等の基盤技術の研究開発を行うとともに、民間企業に研究開発成果の移転を

図るなど実用化を目指したか。 

  （イ）深紫外光ＩＣＴデバイス ・従来の可視・赤外半導体技術では達成できない機能を備え、情報通信から殺菌、工業、安全衛生、環

境、医療分野に至るまで、幅広い生活・社会インフラに画期的な技術革新をもたらす深紫外光ＩＣＴ

デバイスの実現に必要な基盤技術の研究開発を行ったか。さらに、従来に無い水銀フリー・低環境負

荷かつ高効率・高出力な深紫外小型固体光源を実現するための技術や、その社会実装に必要な技術の

研究開発を行ったか。 

  （３）フロンティアＩＣＴ領域技術 ・将来の情報通信システムにおいて想定される通信速度やデータ容量、消費電力の爆発的増大等の課題

の抜本的な解決に向け、新規材料やその作製手法の研究開発及び高度な計測技術等の研究開発を行う

ことによって、革新的デバイスや最先端計測技術等の実現を目指したか。また、ＩＣＴ分野で扱う情

報の質や量を既存の枠組みを越えて拡張し、新しい情報通信パラダイムの創出につなげるために、生

物が行う情報通信を計測・評価・模倣するための基礎技術の研究開発を行ったか。 

  （ア）高機能ＩＣＴデバイス技術 ・高速・大容量・低消費電力の光通信システムや広帯域・高感度センシングシステム等を実現するため、

原子・分子レベルでの構造制御や機能融合等を利用してＩＣＴデバイスの新機能や高機能化を実現す

る技術の研究開発を行ったか。また、小型超高速光変調器等の実用化に向け、超高速電子－光変換素

子等の動作信頼性及び性能を飛躍的に向上させる基盤技術の研究開発を行ったか。さらに、超伝導単

一光子検出器の広範な応用展開を目指し、可視から近赤外の波長帯域で 80％以上の検出感度を実現す

るための技術や、更なる高速化に必要な技術の研究開発を行ったか。 
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  （イ）高周波・テラヘルツ基盤技術 ・ミリ波及びテラヘルツ波を利用した 100Gbps 級の無線通信システムの実現を目指したデバイス技術や

集積化技術、計測基盤技術等の研究開発を行ったか。また、テラヘルツ帯等の超高周波領域における

通信等に必要不可欠である信号源や検出器等に関する基盤技術の研究開発を行ったか。これらの研究

開発成果を基に、テラヘルツ帯における無線通信技術及びセンシング技術の実用化を目指した標準化

活動の推進に貢献したか。 

  （ウ）バイオＩＣＴ基盤技術 ・生体の感覚に則したセンシングを実現し、ヒトを取り巻く化学物質等の影響の可視化・知識化を通し

てＱＯＬ（quality of life）の向上につなげるため、分子・細胞等の生体材料が持つ優れた特性を活

かして化学物質等に付随した情報を抽出・利用するための基礎技術の研究開発を行ったか。具体的に

は、情報検出システムの構築のため、生体材料を用いて情報検出部を構成する技術やその機能の制御・

計測・評価に必要な技術の研究開発を行ったか。また、情報処理システムの構築のため、生体材料の

応答を的確に処理・解析する信号処理アルゴリズムの構築法の研究開発を行ったか。 

  ◎２．研究開発成果を最大化するための

業務 

・１．の「ＩＣＴ分野の基礎的・基盤的な研究開発等」の業務と連携し、研究開発成果の普及や社会実

装を常に目指しながら以下の取組を一体的に推進したか。また、機構の研究開発により創出される直

接的な成果の創出に加えて、我が国のＩＣＴ産業の競争力確保も念頭に置いた戦略的・総合的な取組

も推進したか。 
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  ２－１．技術実証及び社会実証を可能

とするテストベッド構築 

・機構内外におけるＩＣＴ関連研究開発成果の技術実証及び社会実証を推進するためのテストベッドを

構築したか。また、機構内外からのテストベッドの利活用を促進し、広範なオープンイノベーション

を創発したか。これらを実現するため、具体的には以下のような取組を行ったか。 

・機構が有する研究開発テストベッドネットワーク、ワイヤレステストベッド、大規模エミュレーショ

ン基盤、複合サービス収容基盤等のテストベッドを融合し、ＩｏＴの実証テストベッドとしての利用

を含め、技術実証と社会実証の一体的推進が可能なテストベッドとして運用したか。 

・テストベッドの円滑な利用促進を図る観点から、運営面において、機構内にテストベッドや施設等を

集中的に管理する体制を整備し、テストベッド等の利活用を円滑に進めるためのテストベッド等に係

る利用条件の整備や手続きを検討するとともに、広く周知広報を行うなどにより、利用手続処理を確

実に実施し、テストベッド等の利活用を活性化させたか。 

・社会実証の推進においては、機構内にプライバシーのような社会的な課題、社会的受容性等の検証へ

の対応方策等について検討する体制を整備し、社会実証の実施に当たって留意すべき事項に関するガ

イドライン等を作成したか。 

・最先端のＩＣＴを実基盤上に展開して実現性の高い技術検証を行う大規模実基盤テストベッドと、模

擬された基盤を一部組み合わせることで多様な環境下での技術検証を行う大規模エミュレーション基

盤テストベッドを構築するとともに、それらを相互に連携運営することにより、機構内外におけるＩ

ＣＴ関連研究開発成果の技術実証を推進したか。 

・大規模実基盤テストベッドでは、超高速通信環境において多様な通信に対応したネットワーク制御や

大容量高精細モニタリング、分散配置されたコンピューティング資源及びネットワーク資源の統合化

等の実証基盤技術を確立したか。 

・大規模エミュレーション基盤テストベッドでは、従来のＩＣＴ機器に加え、ＩｏＴ時代の基盤となる

センサーや情報端末、移動体を物理的・論理的に模擬することを可能とする実証基盤技術を確立した

か。 

・テストベッドの構築においては、フォーラムや研究会等の活動を通じ、外部利用者の実証ニーズを踏

まえるとともに、機構内の他の研究開発の実証にも対応したか。また、海外の研究機関等と連携し、

テストベッド基盤の相互接続により国際的な技術実証を推進したか。 
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  ２－２．オープンイノベーション創出

に向けた取組の強化 

・社会の潜在的ニーズを発掘するとともに最終的な成果を想定し、研究開発から社会実装までを一貫し

て戦略的に立案し、オープンイノベーションを目指した持続的な研究開発を推進する体制を整備した

か。これまでの組織体制の枠組みを越えて研究開発成果の融合・展開や外部連携を積極的に推進する

ため、機構内に「オープンイノベーション推進本部」を設置し、オープンイノベーション創出に不可

欠なプロジェクトの企画や推進、フォーラムの運営等の業務を一元的に行ったか。 

・研究開発成果の最大化に向けて、機構が中核となってオープンイノベーションの創出を促進するため、

テストベッド等を核としつつ、様々な分野・業種との連携や、研究開発拠点における大学等との連携

強化を図ったか。そのため、産学官の幅広いネットワーク形成や産業界、大学等の研究ポテンシャル

を結集し、委託研究、共同研究等の多面的な研究開発スキームにより外部の研究リソースを有効に活

用し、戦略的に研究開発を促進したか。また、ＩＣＴ関連分野における産学官連携活動を推進するた

め、学会、研究会、フォーラム、協議会等の活動に積極的に取り組むとともに、機構自らがこのよう

な活動を推進したか。さらに、地域ＩＣＴ連携による自治体や民間等への技術の社会実証・実装等の

取組を通じて研究開発成果の社会実装事例を蓄積するとともに、オープンイノベーションの拠点とし

て企業・大学・地域社会等の様々な分野・業種との人材交流を促し、幅広い視野や高い技術力を有す

る人材の育成・提供に取り組むことにより、オープンイノベーション創出につなげたか。 

・平成 28 年度補正予算（第２号）により追加的に措置された交付金については、「未来への投資を実現

する経済対策」の一環として 21 世紀型のインフラ整備の推進のために措置されたことを認識し、多様

な経済分野でのビジネス創出に向けた最先端人工知能データテストベッドの構築のために活用した

か。 

・グローバルな視点でのオープンイノベーションの促進に取り組むため、連携関係のある海外の研究機

関や大学等からなる研究ネットワークを形成し、多角的な国際共同研究を実施するためのプラットフ

ォームの構築を図ったか。また、日欧共同公募、日米共同公募等のスキームにおけるグローバルな視

点でのオープンイノベーションを目指すプロジェクトの創出や、国際標準等の成果の国際展開に取り

組んだか。 

・特に、ビッグデータ、ＡＩ、ＩｏＴ、ロボット、ＩＴＳ等の分野については、将来新たな価値を創造

し、社会の中で重要な役割を果たすことが期待されるため、オープンイノベーション創出に向けた産

学官連携に積極的に取り組んだか。 

・この際、特に、研究開発をより効果的かつ効率的に進めていく観点から、政府の方針を踏まえつつ、

他の国立研究開発法人等との間で研究開発成果の最大化を図れるよう、連携協力の一層強化に努めた

か。 

・健康・医療・介護・防災・減災等の分野をはじめとする社会・産業・科学等における利用ニーズや地

域の活性化等の社会課題を戦略的に分析するとともに、様々な分野における研究開発成果として機構

が保有する技術的な強みやデータ等を結集し、分野横断的・産業横断的な統合・融合によって相乗効

果を発揮させる新たなシステムの創発に基づくサービス基盤の研究開発を行ったか。また、機構の研
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究開発成果を利用ニーズ等に結び付け、社会的受容性等を検証するための取組として、想定されるサ

ービスの利用者や提供事業者と協同して社会実証実験等を実施し、そこで得られた知見を研究開発成

果のテストベッド環境にフィードバックしたか。 

  ２－３．耐災害ＩＣＴの実現に向けた

取組の推進 

・研究拠点機能及び社会実装への取組を更に強化するため、耐災害ＩＣＴに係る基盤研究、応用研究及

びこれらの研究成果に基づく社会実装に向けた活動を連携して取り組む体制を整備したか。また、耐

災害ＩＣＴに係る研究開発の着実な推進及び研究拠点機能の強化に向けて、大学・研究機関等との共

同研究等を通じて、外部研究機関との連携を強化したか。さらに、研究開発成果の社会実装に向けて、

地方公共団体を含めた産学官の幅広いネットワーク形成、耐災害ＩＣＴに係る知見・事例の収集・蓄

積・交換、研究成果・技術移転等の蓄積及び地方公共団体等の利用者ニーズの把握のため、耐災害Ｉ

ＣＴに係る協議会等の産学官連携活動に積極的な貢献を行ったか。 

・耐災害ＩＣＴに係る研究開発成果を活用した実証実験の実施、地方公共団体が実施する総合防災訓練

等における研究開発成果の活用・展開及び災害発生時の円滑な災害医療・救護活動等に貢献するため

のＩＣＴシステムの標準モデルやガイドラインの策定に関する取組等を通じて、耐災害ＩＣＴに係る

研究開発成果の社会実装の促進を図ったか。 

  ２－４．戦略的な標準化活動の推進 ・ＩＣＴ分野において、総務省、産学官の関係者、国内外の標準化機関等との連携の下、情報収集や関

係者間での情報共有に努め、戦略的な標準化活動の推進を目指したか。 

・研究開発成果の利活用の促進を目指して、知的財産の戦略的な取扱いについても考慮しつつ、その成

果をＩＴＵ等の国際標準化機関や各種フォーラムへ寄与文書として積極的に提案するとともに、外部

の専門家の活用や国内外の関連組織との連携協力を通じて、研究開発成果の国内外での標準化活動を

積極的に推進したか。 

・機構は、ＩＣＴ分野における専門的な知見を有しており、中立的な立場であることから、標準化に関

する各種委員会への委員の派遣等を積極的に行い、国内標準の策定や国際標準化会議に向けた我が国

の対処方針検討に貢献したか。 

・標準化に関するフォーラム活動、国際会議等の開催を支援することにより、研究開発成果の標準への

反映や国際的な周知広報を推進し、我が国の国際競争力の強化を目指したか。 

・戦略的かつ重点的な標準化活動の実現に向けて、総務省とも連携しつつ、機構の標準化に係るアクシ

ョンプランを明確化し実施したか。 
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  ２－５．研究開発成果の国際展開の強

化 

・機構が行う研究開発成果をグローバルに普及させること及び国際的なビジネスにつなげていくことを

目指して国際展開を推進したか。 

・このため、国際研究ネットワークの形成・深化に向けて、有力な海外の研究機関や大学との間で国際

的な共同研究を推進するとともに、国際研究集会の開催や、インターンシップ研修員制度の活用によ

り国際的な人材交流を活発に行ったか。 

・機構の研究開発課題に関連するＩＣＴを発展途上国等の課題克服に適用して国際貢献を行うことを通

じて、機構の研究開発成果がグローバルに普及することを目指し、総務省の実施する海外ミッション

への参加や、在外公館や関係機関と一体となった国際実証実験を実施したか。 

・機構の研究開発成果を技術移転した日本企業が海外展開できるよう、在外公館や関係機関との連携・

協力のもとで機構の研究開発成果を展開・社会実装するための実証実験を計画的に推進する取組を行

ったか。 

・米国や欧州等の先進国に関しては、これらの国との政策対話や科学技術協力協定のもとでの国際調整

を円滑に進め、標準化や制度化において機構の技術が採用されることが機構の研究開発成果の最大化

につながることから、引き続き日米、日欧で連携し共同で研究開発課題を公募するスキームの活用等

により、共同研究開発を推進したか。 

・東南アジア諸国に関しては、これまで機構が培ってきた研究連携ネットワークの活動においてリーダ

ーシップを発揮し、共通の課題解決を目指した国際共同研究プロジェクトを推進したか。 

・このような国際的な活動を推進するため、ボトムアップの提案に基づく国際展開を目指すプログラム

を実施するなど、国際連携の取組を重層化し、更に機構の国際的なプレゼンスを高めるため、国際的

な会議やフォーラム等に積極的に参加するほか、機構自らによる国際セミナーの開催や国際展示会へ

の出展等を行ったか。 

・このような国際的な活動を通じて、公開情報のみでは得られない海外情報の継続的・体系的・組織的

な収集・蓄積・分析に努めたか。 

・北米、欧州、アジアの各連携センターでは、上述した国際展開の各取組を実施し、これらに対する支

援を行うととともに、機構の研究開発についての情報発信、機構と海外の機関との研究交流や連携の

促進に取り組んだか。また、特に国際展開を目指す研究開発分野においては、相手国・地域への展開・

社会実装を目指すとともに、機構の研究開発成果を技術移転した日本企業による海外展開等を目指し

た取組を行ったか。 
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  ２－６．サイバーセキュリティに関す

る演習 

・国の行政機関等のサイバー攻撃への対処能力の向上に貢献するため、国等から補助等を受けた場合に

は、その予算の範囲内で、サイバーセキュリティ戦略（平成 27 年 9 月 4日閣議決定）等の政府の方針

を踏まえ、機構法第 14 条第１項第７号の規定に基づき、機構の有する技術的知見を活用して、国の行

政機関等における最新のサイバー攻撃事例に基づく効果的な演習を実施したか。その際、サイバーセ

キュリティ基本法（平成 26 年法律第 104 号）第 13 条に規定する全ての国の行政機関、独立行政法人

及び指定法人の受講機会を確保するとともに、同法第 14 条に規定する重要社会基盤事業者及びその

組織する団体並びに地方公共団体についても、サイバー攻撃により国民生活等に与える影響の大きさ

に鑑み、より多くの受講機会を確保できるよう配慮したか。また、演習内容については、対象者に応

じた演習シナリオを用意するなど、対象者のサイバー攻撃への対応能力向上に向けた柔軟な取組を推

進したか。 

  ２－７．パスワード設定等に不備のあ

る IoT 機器の調査 

・IoT 機器のサイバーセキュリティ対策に貢献するため、国から補助等を受けた場合には、その予算の

範囲内で、サイバーセキュリティ戦略（平成 30 年７月 27 日閣議決定）等の政府の方針を踏まえ、機

構法附則第８条第２項の規定に基づき、機構の有する技術的知見を活用して、パスワード設定等に不

備のある IoT 機器の調査及び電気通信事業者への情報提供に関する業務を実施したか。その際、総務

省や関係機関と連携を図るとともに、本調査の重要性等を踏まえ、調査手法や情報の安全管理に留意

しつつ、広範な調査を行うことができるよう配慮したか。 

  ３．機構法第 14 条第１項第３号、第

４号及び第５号の業務 

 

  ３－１．機構法第 14 条第１項第３号

の業務 

・正確な時刻及び周波数の維持に不可欠な業務は、社会経済活動の秩序維持のために必要不可欠な尺度

となる周波数標準値の設定、標準電波の発射及び標準時の通報を行うものであり、正確な時刻及び周

波数の維持に不可欠である。機構は、関連する研究開発課題と連携しながら、これらの業務を継続的

かつ安定的に実施したか。 

  ３－２．機構法第 14 条第１項第４号

の業務 

・電波の伝わり方の観測、予報及び異常に関する警報の送信、並びにその他の通報に関する業務は、短

波帯通信の途絶や衛星測位の誤差増大等の影響を生じさせる太陽活動や電離圏の乱れ、宇宙放射線の

変動に関する観測や予警報（いわゆる宇宙天気予報）を行うものであり、安定した電波利用に不可欠

である。機構は、関連する研究開発課題と連携しながら、これらの業務を継続的かつ安定的に実施し

たか。 

・平成 29 年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金については、災害の防止のために措

置されたことを認識し、宇宙天気の観測装置及び制御・分析・配信センタの多重化のために活用した

か。 

  ３－３．機構法第 14 条第１項第５号

の業務 

・高周波利用設備を含む無線設備の機器の試験及び較正に関する業務は、社会経済活動に不可欠な無線

設備の性能に関する試験や、その測定結果の正確さを保つための較正を行うものであり、電波の公平

かつ能率的な利用を実現するためには不可欠である。機構は、関連する研究開発課題と連携しながら、

これらの業務を継続的かつ安定的に実施したか。 
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  ◎４．研究支援業務・事業振興業務  

  ４－１．海外研究者の招へい等による

研究開発の支援 

・高度通信・放送研究開発を促進し、我が国におけるＩＣＴ研究のレベル向上を図るため、「海外研究者

の招へい」及び「国際研究集会開催支援」を行ったか。 

・民間の研究機関における通信・放送基盤技術に関する研究レベルの向上を図るため、「国際研究協力ジ

ャパントラスト事業」による海外からの優秀な研究者の招へいを着実に実施し、上記「海外研究者の

招へい」と一体的に運用したか。 

・これらについては、内外の研究者の国際交流を促進し、ＩＣＴ分野の技術革新につながる優れた提案

を競争的に採択するため、中長期目標期間中の応募件数が前中長期目標期間（平成 23 年度から平成

27 年度まで）を上回るように、積極的に周知活動を行うこととし、「海外研究者の招へい（「国際研究

協力ジャパントラスト事業」によるものを含む。以下同じ。）」及び「国際研究集会開催支援」ともに、

毎年 15 件以上の応募を集めることを目指したか。さらに、「海外研究者の招へい」については、各招

へい毎に、共著論文の執筆・投稿や、外部への研究発表、共同研究の締結等の研究交流の具体的な成

果が得られるように、働きかけを行ったか。 

  ４－２．情報通信ベンチャー企業の事

業化等の支援 

 

  （１）情報通信ベンチャーに対する情

報及び交流機会の提供 

・リアルな対面の場やオンライン・メディアを活用しつつ、情報通信ベンチャーの事業化に役立つ情報

及び交流の機会を提供することにより、情報通信ベンチャーの有する有望かつ新規性・波及性のある

技術やサービスの事業化等を促進したか。また、その際、次の点に留意したか。 

・有識者やサポーター企業による情報の提供、助言・相談の場を提供するとともに、情報通信ベンチャ

ーによるビジネスプランの発表会や商品・サービス紹介等のイベント等を通じたマッチングの機会を

提供したか。 

・全国の自治体やベンチャー支援組織・ベンチャー団体等との連携の強化により、効率的・効果的な情

報の提供や交流の機会の提供を図ったか。 

・これらの取組により、イベント等を毎年 20 件以上開催し、そのうち年２回以上のイベントにおいて、

機構の知的財産等の情報提供を実施したか。特に、事業化を促進するマッチングの機会を提供するイ

ベントは、その実施後１年以内において具体的なマッチング等商談に至った割合が 50％以上となるこ

とを目指したか。 

・イベントについて、参加者に対して有益度に関する調査を実施し、４段階評価において上位２段階の

評価を 70％以上得ることを目指すとともに、得られた意見要望等をその後の業務運営に反映させた

か。 

・インターネット上に開設したウェブページ「情報通信ベンチャー支援センター」について、情報内容

を含め、そのあり方を随時検討したか。 
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  （２）債務保証等による支援 ・通信・放送新規事業に対する債務保証業務及び地域通信・放送開発事業に対する利子補給業務につい

ては、平成 28 年６月以降は、新規案件の採択は行わないものとし、同利子補給業務については、既往

案件の利子補給期間終了まで、着実に実施したか。 

・新技術開発施設供用事業及び地域特定電気通信設備供用事業に対する債務保証業務及び助成金交付業

務については、これらの事業が着実に成果を上げ、IoT サービスの創出・展開につながるものとなる

よう努めたか。 

・信用基金については、平成 33 年度を目途に清算する準備を進めたか。 

・電気通信基盤充実のための施設整備事業に対する助成（利子助成）業務については、既往案件の利子

助成期間終了の平成 30 年度まで着実に実施したか。 

  （３）出資業務 ・出資業務については、毎年度の決算、中間決算の報告等を通じて、各出資先法人の経営内容の把握に

努めたか。また、経営状況に応じて、毎月の収支状況、資金の推移の報告を求めるなどにより、的確

に経営状況の把握を行ったか。さらに、経営健全化計画を提出させるなど、事業運営の改善を求める

ことにより、出資金の最大限の回収に努めたか。 

  （４）情報弱者への支援 ・誰もが等しく通信・放送役務を利用できる情報バリアフリー環境の実現を図るため、総務大臣の定め

る基本方針を踏まえつつ、情報バリアフリー助成金制度である次の事業を実施したか。 

  （ア）視聴覚チャレンジド向け放送

の充実を図るために行う放

送事業者等に対する助成 

 

  ① 字幕・手話・解説番組制作

の促進 

・字幕番組、手話付き番組や解説番組の制作を助成することにより、字幕番組等の拡充に貢献したか。

なお、普及状況等を勘案して、助成対象や助成率の見直しを行う等、適切に助成を実施したか。また、

採択した助成先について公表したか。 

  ② 手話翻訳映像提供の促進 手話が付いていない放送番組に合成して表示される手話翻訳映像の制作を助成することとし、その際、

次の点に留意したか。 

・手話翻訳映像提供促進助成金について、ウェブページ等を通じて、助成制度の周知を行い、利用の

促進を図ったか。 

・採択案件の選定に当たっては、外部の専門家・有識者による厳正な審査・評価を行ったか。また、

採択した助成先について公表したか。 

  ③ 字幕付きＣＭ番組普及の促

進 

制作された字幕付きＣＭ番組が基準に適合しているか確認する機器の放送事業者による整備を助成す

ることとし、その際、次の点に留意したか。 

・字幕付きＣＭ番組普及促進助成金について、ウェブページ等を通じて助成制度の周知を行い、利用

の促進を図ったか。 

・事業者の字幕付きＣＭ番組の放送実施に向けた取組状況や財務規模等も考慮し、採択案件の選定を

効果的に行ったか。また、採択した助成先について公表したか。 
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  （イ）チャレンジドの利便増進に

資する観点から、有益性・

波及性に優れた事業に対す

る助成 

次の点に留意したか。 

・本制度の周知を行い、利用の促進を図ったか。 

・採択案件の選定に当たっては、外部の専門家・有識者による厳正な審査・評価を行ったか。また、

採択した助成先について公表したか。 

・毎年度、採択事業の成果について事後評価を行い、業務運営等に反映させたか。 

・助成に当たっては、助成終了２年後における継続実施率が 70％以上となることを目指したか。 

   また、情報バリアフリー関係情報の提供を行うこととし、その際、次の点に留意したか。 

・「情報バリアフリーのための情報提供サイト」では、チャレンジドや高齢者のウェブ・アクセシビリテ

ィに配慮しつつ、チャレンジドや高齢者に役立つ情報その他の情報バリアフリーに関する幅広い情報

等の提供を定期的に行うほか、機構の情報バリアフリー助成金制度の概要やその成果事例を広く情報

提供したか。 

・情報バリアフリー助成金の交付を受けた事業者がその事業成果を発表できる機会を設け、成果を広く

周知するとともに、チャレンジドや社会福祉に携わる団体等との交流の拡大を図ったか。 

・「情報バリアフリー関係情報の提供サイト」の利用者及び成果発表会の来場者に対して「有益度」に関

する調査を実施し、４段階評価において上位２段階の評価を 70％以上得ることを目指すとともに、得

られた意見要望等をその後の業務運営に反映させたか。 

  ４－３．民間基盤技術研究促進業務 ・基盤技術研究促進業務については、売上（収益）納付に係る業務の着実な推進を図るため、毎年度策

定した追跡調査によるフォローアップに係る実施方針のもとに、契約期間中の案件の売上状況等につ

いて適正に把握することにより、改善点やマッチング等の助言を行ったか。さらに、経営・知的財産

等の各分野の外部専門家を活用し、今後の納付の拡大が見込める委託対象事業を重点的に売上向上に

向けた課題の把握と実効性ある改善策の助言、受託者が取得した特許等の知的財産権が相当の期間活

用されていないと認められる場合における当該知的財産権の第三者への利用や移転の促進などの方策

により、売上向上に向けた取組を強化したか。また、委託研究期間終了後 10 年が経過する案件につい

て今後の収益の可能性・期待度を分析することにより、売上（収益）が見込める案件を重点的にフォ

ローアップして売上（収益）納付契約に従い契約期間の延長に結びつけるなど、収益納付・売上納付

に係る業務を推進し、繰越欠損金縮減に向けた取組を着実かつ効率的、効果的に進めたか。 

・縮減状況を踏まえ、取組の随時見直しや必要な措置を講じたか。 

・委託対象事業の実用化状況等については、適宜公表したか。 

・機構内の他部署とも連携して、今中長期目標期間内において、委託研究成果の社会への普及状況等の

本業務の効果の把握及び検証を実施したか。 
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  ４－４．ＩＣＴ人材の育成の取組 ・ＩＣＴ人材育成に関する諸課題の解決に向けて、産学官連携による共同研究等を通じて、幅広い視野

や高い技術力を有する専門人材の強化に貢献したか。 

・連携大学院制度に基づく大学等との連携協定等を活用し、機構の研究者を大学等へ派遣することによ

り、大学等におけるＩＣＴ人材育成に貢献したか。 

・国内外の研究者や大学院生等を受け入れることにより、機構の研究開発への参画を通して先端的な研

究開発に貢献する人材を育成したか。 

・平成 28 年度補正予算（第２号）により追加的に措置された交付金については、「未来への投資を実現

する経済対策」の一環として安全・安心の確保のために措置されたことを認識し、サイバーセキュリ

ティに係る人材の育成に資するネットワーク環境の構築のために活用したか。 

  ４－５．その他の業務 ・電波利用料財源による業務、型式検定に係る試験事務等の業務を国から受託した場合及び情報収集衛

星に関する開発等を国から受託した場合には、電波利用技術等の研究開発能力を活用して効率的かつ

確実に実施したか。 

◎
業
務
運
営
の
効
率
化
に
関
す
る
事
項 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

  １．機動的・弾力的な資源配分 ・研究開発の最大限の成果を確保することを目的とした国立研究開発法人制度の趣旨を踏まえ、機構内

外の情勢に応じた機動的・弾力的な資源配分を行ったか。 

・資源配分は、基本的には研究開発成果（研究開発成果の普及や社会実装を目指した取組実績を含む。）

に対する客観的な評価に基づき実施したか。評価に当たっては、客観性を保てるよう、外部の専門家・

有識者を活用するなど、適切な体制を構築するとともに、評価結果をフィードバックすることにより、

ＰＤＣＡサイクルの強化を図ったか。 

・資源配分の決定に際しては、機構が定常的に行うべき業務や長期的に維持すべき研究開発体制の構築

（若手研究者の育成を含む。）に配慮したか。 

・外部への研究開発の委託については、機構が自ら行う研究開発と一体的に行うことでより効率化が図

られる場合にのみ実施することとし、委託の対象課題の一層の重点化を図ったか。 

・委託研究に関する客観的評価に当たっては、外部有識者による事前評価、採択評価、中間評価、終了

評価、追跡評価等を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルを着実に回し、社会的課題の変化等に柔軟に対応した

研究を推進したか。 

  ２．調達等の合理化 ・「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年５月 25 日、総務大臣決定）

に基づき策定した「調達等合理化計画」を着実に実施し、公正性・透明性を確保しつつ、迅速かつ効

率的な調達の実現を図ったか。 

  ３．業務の電子化に関する事項 ・機構内の事務手続きの簡素化・迅速化を図るため、機構内の情報システムを横断的にサポートする情

報システム環境の整備を行ったか。また、安全性・利便性の高い情報インフラを維持・運用するため

の情報システム環境の構築及び提供を行い、研究開発の促進に貢献したか。さらに、震災等の災害時

においても機構の業務が滞らないよう、耐災害性の高い情報通信システムを構築・運用することによ

り業務の安全性、信頼性、継続性を確保したか。 
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  ４．業務の効率化 ・運営費交付金を充当して行う事業については、新規に追加されるもの、拡充分等は除外した上で、一

般管理費及び事業費の合計について、毎年度平均で 1.1％以上の効率化を達成したか。 

・総人件費については、政府の方針を踏まえ、必要な措置を講じたか。その際、給与水準について、「独

立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定）を踏まえ、国家公務員の

給与水準も十分考慮し、厳しく検証を行った上で、適正な水準を維持するとともに、その検証結果や

取組状況を公表したか。 

  ５．組織体制の見直し ・研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上を実現するため、機構の本部・各拠点における研究等

の組織体制の見直しを不断に行ったか。組織体制の見直しに際しては、研究開発成果を最大化するた

めの機能に係る組織の役割及びマネジメント体制を明確化することで効率的・効果的な組織運営を実

現したか。 

・オープンイノベーション創出に向けて産学官連携の強化を促進するため、分野横断的な取組や外部と

の連携が必要な研究開発課題に対しては、機動的に研究課題の設定や研究推進体制の整備を行ったか。 

・特に、テストベッドの体制については、最先端の研究開発成果の外部への早期の橋渡しに加え、社会

的受容性の検証等、社会実証への取組体制を強化するなど不断の見直しを図ったか。 

◎
財
務
内
容
の
改
善
に
関
す
る
事
項 

Ⅲ 予算計画（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

 １．一般勘定 ・運営費交付金を充当して行う事業については、「Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためと

るべき措置」で示した事項について配慮し、特許料収入等の自己収入及び競争的資金等の外部資金の

適正な収入を見込んだ上で、中長期目標期間中の予算計画及び収支計画を作成し、当該予算計画及び

収支計画による運営を行ったか。 

・収益化単位の業務ごとに予算と実績を管理し、目標と評価の単位である事業等のまとまりごとに、財

務諸表にセグメント情報を開示したか。また、事業等のまとまりごとに予算計画及び執行実績を明ら

かにし、著しい乖離がある場合にはその理由を決算書において説明したか。 

・その他、保有資産については、不断の見直しを行うとともに有効活用を推進し、不要財産は国庫納付

したか。 

 ２．自己収入等の拡大 ・機構が創出した知的財産等について、社会で活用される可能性や機構のミッションにおける重要性、

重点的に推進すべき課題における特許戦略、外国特許の効率的運用等を勘案して特許取得・維持に関

する判断をより適切に行うことにより、保有コストの適正化を図ったか。また、技術移転活動をより

効果的に実施することにより、知的財産収入の増加を図ったか。 

・これらの取組によって、中長期目標期間の平均年間知的財産収入が前中長期目標期間よりも増加する

ことを目指し、保有コストと知的財産収入の収支改善に努めたか。 

・競争的資金等の外部資金の増加に努めたか。 

  ３．基盤技術研究促進勘定 ・基盤技術研究促進勘定について、更に業務経費の低減化を図るとともに、収益納付・売上納付に係る

業務を着実に行い、繰越欠損金の着実な縮減に努めたか。 
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  ４．債務保証勘定 ・各業務の実績等を踏まえ、信用基金の規模や運用の適正化を図ったか。 

・債務保証業務については、債務保証の決定に当たり、資金計画や担保の確保等について多角的な審査・

分析を行い、保証料率等については、リスクを勘案した適切な水準としたか。 

・保証債務の代位弁済、利子補給金及び助成金交付の額については、同基金の運用益及び剰余金の範囲

内に抑えるように努めたか。 

・これらに併せて、同基金の運用益の最大化を図ったか。 

  ５．出資勘定 ・出資勘定について、更に業務経費の低減化を図るとともに、出資金の最大限の回収に努めたか。 

 Ⅳ 短期借入金の限度額 ・年度当初における国からの運営費交付金の受入れが最大限３ヶ月遅延した場合における機構職員への

人件費の遅配及び機構の事業費支払い遅延を回避するため、短期借入金を借り入れることができるこ

ととし、その限度額を 25 億円としたか。 

 Ⅴ 不要財産又は不要財産となることが見込

まれる財産がある場合には、当該財産の処分

に関する計画 

・白山ネットワーク実験施設、犬吠テストフィールド及び平磯太陽観測施設について、下表のとおり国

庫納付を行ったか。 

不要財産と認められる具体の財産 処分時期 納付方法 

（１）白山ネットワーク実験施設 平成 28 年度以降 建物譲渡収入 

（２）犬吠テストフィールド 平成 29 年度以降 現物納付 

（３）平磯太陽観測施設 平成 29 年度以降 現物納付 
 

 Ⅵ 前号に規定する財産以外の重要な財産を

譲渡し、又は担保に供しようとするときは、

その計画 

- 

 Ⅶ 剰余金の使途 ・発生した剰余金は、以下の経費として適切に処理したか。 

１ 重点的に実施すべき研究開発に係る経費 

２ 広報や成果発表、成果展示等に係る経費 

３ 知的財産管理、技術移転促進等に係る経費 

４ 職場環境改善等に係る経費 

５ 施設の新営、増改築及び改修等に係る経費 
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◎
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Ⅷ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 １．施設及び設備に関する計画 ・中長期目標を達成するために必要な下表に掲げる施設及び設備の効率的な維持・整備を適切に実施し

たか。 

施設・設備の内訳 
予定額 

（百万円） 
財源 

(1)センシング基盤分野の研究開発に必要な施設・設備  運営費交付金 

施設整備費補助金 
(2)統合ＩＣＴ基盤分野の研究開発に必要な施設・設備  

(3)データ利活用基盤分野の研究開発に必要な施設・設備  

(4)サイバーセキュリティ分野の研究開発に必要な施設・設備  

(5)フロンティア研究分野の研究開発に必要な施設・設備  

(6)災害復旧及び老朽化対策が必要な施設・設備  

 計 1,715 
 

 ２．人事に関する計画 ・研究開発成果を最大化する上で研究開発力を継続的に確保・向上させるためには、優秀かつ多様な人

材を確保するとともに、職員が存分に能力を発揮できる環境を整備することが重要である。このため、

能力・実績主義に基づく公正で透明性の高い人事制度を確立するとともに、ＩＣＴ分野の技術革新の

状況に応じて効果的・効率的に対応できる柔軟な組織構築及び迅速な人員配置を行うことが必要であ

る。そのために以下の措置を行ったか。 
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  ２－１．研究開発成果の最大化のため

の人材の確保・育成・評価・活

用 

・研究開発成果の最大化を実現するための研究人材をミッションの性質に応じて戦略的かつ柔軟に獲得

するように努めたか。 

・強いリーダーシップのもとで効果的に研究開発を推進していくため、内部の有能人材を活用すること

のみならず、国内外の優れた外部人材の登用や若手研究者の育成により適切な人材配置・活用に努め

たか。 

・内外の有機的な連携による研究開発を円滑かつ的確に推進するため、コーディネータ等の人材を配置

し、プロジェクト企画から成果展開までを実践的な視点で推進するプロジェクト運営を実現したか。

また、知的財産の戦略的活用等による成果展開や社会実装に向かう流れの加速を実現するための人材

の確保・育成に努めたか。 

・部署間の連携研究を通じた研究者としての視野の拡大や、企画戦略等に関する業務経験を通じたマネ

ジメント能力の向上等、職員の育成に努めたか。 

・テニュアトラック制度等、若手研究者が挑戦できる機会の拡大とそのための制度及び環境の整備を行

ったか。 

・直接的な研究開発成果のみならず、研究開発成果の普及や社会実装に向けた活動への貢献や、海外経

験及び国内外の機関勤務経験等についても適切に評価し、キャリアに反映させたか。 

・職員の能力・成果等について公正で透明性の高い方法で評価し処遇等に反映させる人事制度を確立し

たか。その際、職員が携わる業務の性格等を勘案した上で、個人業績評価を勤勉手当や昇格等へ適切

に反映させるとともに、優れた業績に対して積極的に報いる制度の改善を図ったか。 

  ２－２．有期雇用等による最先端人材

の確保等 

・有期雇用等による課題毎の最先端人材の確保を行うとともに、クロスアポイントメント制度の活用等、

外部との人材の流動化を促進することなどにより、人材活用効果の拡大と研究活動の活性化を図った

か。また、女性の人材登用促進に努めたか。 

・多様な職務とライフスタイルに応じ、弾力的な勤務形態の利用を促進したか。 

  ３．積立金の使途 ・「Ⅶ 剰余金の使途」に規定されている剰余金の使途に係る経費等に充当したか。 

・第３期中長期目標期間終了までに自己収入財源で取得し、第４期中長期目標期間に繰り越した固定資

産の減価償却に要する費用に充当したか。 

・第４期中長期目標期間において、地域通信・放送開発事業の既往案件に係る利子補給金、新技術開発

施設供用事業及び地域特定電気通信設備供用事業に対する債務保証業務における代位弁済費用が生じ

た場合に必要となる金額及び助成金交付額に充当したか。 
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  ４．研究開発成果の積極的な情報発信 ・機構の研究開発成果の普及や社会実装に向けた活動を推進するために、機構の活動に対する関心や理

解の促進につながる広報活動を積極的に実施したか。 

・機構の活動が広く理解されるよう、最新の研究開発成果に関する報道発表、記者向け説明会の実施等、

報道メディアに対する情報発信力を強化するとともに、メディアからの取材に積極的に対応したか。

また、ウェブページ、広報誌等を活用して研究開発成果を分かりやすく伝える等、情報提供機会の充

実を図ったか。これらにより、広報活動におけるアウトカムの最大化を目指したか。また、機構の施

設の一般公開等を戦略的に行うことや、見学者の受入れ等を積極的に行うことで、ＩＣＴ分野及び機

構の業務への興味を喚起するとともに理解を深める機会を積極的に提供したか。 

・研究開発成果の科学的・技術的・社会的意義の説明、学術論文の公開、知的財産権の実施許諾、民間

への技術移転、データベースやアプリケーション等の提供等の情報発信を積極的に行うことで、機構

の役割や研究開発成果を外部にアピールしたか。 

  ５．知的財産の活用促進 ・機構の知的財産ポリシーに基づき、知的財産取得から技術移転までを一体的かつ戦略的に進め、研究

開発成果の社会への移転及び利用の拡大を図ったか。重点的に推進すべき課題については、その推進

体制を整備し、効果的な技術移転を実施していったか。また、外国における知的財産取得についても

適切に行い、研究開発成果のグローバル展開を促進したか。 

・研究開発成果が社会に広く認知され利用されるために、公開システムによる知的財産等の情報提供等

を進めたか。 

  ６．情報セキュリティ対策の推進 ・政府の情報セキュリティ対策における方針及び実際のサイバー攻撃の実態を踏まえ、ＣＳＩＲＴ

（Computer Security Incident Response Team：情報セキュリティインシデント対応チーム）の適切

な運営を行うとともに、研修やシステムの統一的な管理等を進めることで、セキュリティを確保した

安全な情報システムを運用したか。また、サイバーセキュリティ基本法に基づき、ガイドラインを適

宜整備するとともに、情報セキュリティポリシーを不断に見直すなど、機構のセキュリティの維持・

強化に努めたか。また、機構のサイバーセキュリティ分野の先端的研究開発成果の導入等により安全

性を高めていったか。 

  ７．コンプライアンスの確保 ・機構の社会的な信頼性の維持・向上、研究開発業務等の円滑な実施の観点から継続的にコンプライア

ンスが確保されていくことが不可欠であり、理事長の指揮の下、職員の規律の確保、適切かつ効率的

な予算執行を含む機構における業務全般の適正性確保に向け、厳正かつ着実にコンプライアンス業務

を推進したか。 

・特に、研究不正の防止に向けた取組については、「情報通信分野における研究上の不正行為への対応指

針（第３版）」（平成 27 年４月 21 日 総務省）に従って、適切に取り組んだか。 

  ８．内部統制に係る体制の整備 ・内部統制については、「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整備」（平成 26 年 11 月

28 日付け総務省行政管理局長通知）に基づき業務方法書に記載した事項に着実に取り組むとともに、

内部統制の推進に必要な取組を推進したか。 
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  ９．情報公開の推進等 ・機構の適正な業務運営及び機構に対する国民からの信頼を確保するため、適切かつ積極的に情報の公

開を行うとともに、情報の開示請求に対し、適切かつ迅速に対応したか。 

・機構の保有する個人情報の適切な保護を図る取組を推進したか。 

・具体的には、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成 13 年法律第 140 号）及び独立

行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 59 号）に基づき、適切に対応

するとともに、役職員への周知徹底を行ったか。 

 


